










































































































































































































































































































































工資等級 1 2 3 4 5 6 7 8
工資係数 1 1．17 1，369 1，602 1，874 2，193 2，566 3．00




編号 　　　　　　　　　　　　　　　　　賃金標準（元）蝸v職務名称 1類企業＊2 2類企業 3類企業 4類企業
1 正副場長，正副局長，正副総工程師等 229－144 211－126193－117 171－108
2 1類車間＊3正副主任，設計，工芸，生産，正副科長，蜚C工程師 162－108148－99 135－90126－81
3 2類車間正副主任，計画，労資，人事，財務，保安正實ﾈ長等 144－99 130－90 121－81112－76
4 3類車間正副主任，秘書，総務，福利科正副科長 126－90 117－81 108－7299－72
5 工段長 126－72 117－67 108－6399－63
6 設計，工芸専任工程師等 135－94 126－85 117－81108－81
7 財務，会計，総合統計，生産計画，労資等専任経済師 126－76 117－72 108－6799－63
8 設計，工芸等専任技術員 99－54 91－54 9〔ト54 85－54
9 原価計算，労働組織，総合計画，総合統計等専任経済 90－52 85－52 81－5276－52
10 会計，統計，機要員 76－43 76－4376－43 76－43
11 記帳，賃金計算員，トレーシソグ，タイピスト 66－38 66－3866－38 66－38
12 考勤，電話，収発員 57－36 57－3657－36 57－36
































































































































1 2 3 4　　　　5 6 7 8　　　　　　　　　　　等　級
e地域適用標準範囲 序号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12 1314 15
11類賃金地域 11 434751566166 7278849198105113121 29
10類賃金地域 10 424650 556065 70 76 82 8996103 11018126
9類賃金地域， 9 41454954 59 64 6975 818794101 08115123
8類賃金地域 8 404448 53 5863 6873 798591 98105112120
7類賃金地域 7 3943 4752 57626772 78490 96103110117
6類賃金地域 6 3841 454954 596469 758187 93 1001 7114
5類賃金地域 5 374044485256616672 784 90 97104111
4 363943 4751 5560 65 70 7682 88 94101 08
3 353842465054596469 7480 869298105
2 34 374145 4953 5863687378 849096102
























5類賃金区 6類賃金区 7類賃金区 8類賃金区9類賃金区 10類賃金区 11類賃金区　　　　　　　地域用標準範囲
刹 1類 2類 3類 4類 5類 6類 7類 8類 9類
1 213 255263 270 277 285 292 299306
2 224230 236 243 250 256 263 269276
3 202208 214 220 226 231 237 243249
4 185 190196 201 207 212 217222227
5 170 175180 185 190 195 199204209
6 155 160165 169 173 178 182 187192
7 141145 150 154 158 162 166 170175
8 128131 136 139 143 147 150154158
9 115118 122 125 128 132 135 13842
10 102 105108 111 114 117 120123 126
一10 96 98 101 104 107 110 112 115118
11 90 92 94 97 100 103 105108 110
一11 84 86 88 90 93 96 98 101103
12 78 80 82 84 87 90 91 94 96
一12 73 74 76 78 81 84 85 87 89
13 68 69 70 72 75 78 79 8182
一13 63 64 65 66 69 72 73 75 76
14 58 59 60 61 64 67 68 69 70
一14 53 54 55 56 59 62 63 6465
15 49 50 51 52 54 57 58 5960
一15 45 46 47 48 49 52 53 54 55
16 41 42 43 44 45 47 48 49 50
一16 37 38 39 40 41 43 44 4546
17 34 35 36 37 38 39 40 41 42
出所：表1－1に同じ。250頁に加筆。
れ，等級に基づいて賃金標準を決め，それに基づき賃金が支給される制度である。さらに企業労働
者の技術等級制度と管理者・技術者の職務等級賃金制度がある。労働者の場合は，技術等級標準，
賃金等級表，賃金標準から構成される。労働者の技術等級は理論知識，実際の操作能力，仕事の経
験等が考慮され，等級が評定される。管理者・技術者の賃金は職務序列，業務標準と職責条例，職
務賃金標準表から構成される。そのうち，業務標準は特に管理者の賃金の重要な根拠であり，管理
者・技術者は理論知識・専門知識，学歴，勤続年数を評価基準にしている。
　以上の様に，等級賃金制あるいは職務技能賃金制のいずれにおいても，国有企業は，職務・技能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一206　一
に基づき従業員の熟練度を評価したうえで賃金を決めるようにはなったが，職務・技能に関連する
従業員の学歴，勤続年数といった属人的要素による評価であるという特徴があるといえる。
③教育訓練の拡大
　前述の様に，国有企業における企業内教育は主として技術労働者の職業訓練，政治教育に重点を
置いた管理者教育である。改革開放政策後の職業訓練は国有企業の全従業員を対象とする教育訓練
が実施されるようになった。国家経済委員会やその他経済主管部門，財政，教育，労働等の総合部
門から全国労働組合，全国婦女連合，共産主義青年団中央委員会等から構成される全国職工教育管
理委員会は，1980年に全国従業員教育活動の総合管理を請けおった。1981年，国務院は「職工教
育活動の強化に関する決定」を公布し，「個別企業における従業員の教育訓練を強化し，従業員の
素質を高めるように」と指示している。
　1983年に政府労働人事部は「労働老技術審査暫定条例」を公布した。国有企業の技術労働者の
規定は，すべて計画を有し，手順よく訓練を行い，技術審査制度を実行する。1987年，労働人事
部は「技師招聰制実行に関する暫定規定」を公布した。技術労働者に対する技師招聰制度は，訓練
活動の促進に関して，従業員が技術業務を学習することを鼓舞し，従業員の技術素質を高める目的
であった。特に，経済面での大きな変化が，技術労働老の訓練に関する予備訓練から全面的な職業
技術訓練を実施する方向に向かった。国有企業は「先に訓練，後に就業」という原則に基づき，職
業訓練活動は，職業技能標準の制定，職業資格証書と技能検定，職業技能コソテストなどを含む職
業技能開発へと変化した。
　また1987年6月23日，国務院は「改革と発展成人教育に関する規定」を公布し，ポストでの訓
練（在崩培訓）に重点を置くことを規定した。その後，国有企業における企業内教育訓練を明文化
するのは「労働法」が施行された1994年以降である。「労働法」によれば，「従業員は職業技能訓
練を受ける権利を有し，企業は従業員に対して職業技能訓練を行う義務を負う」と規定している。
さらに1996年，労働部と国家経済貿易委員会は「職業教育法」，労働部は「企業職工培訓規定」を
公布した。これらの法律・規定は国有企業における企業内教育訓練を促進するものである。「企業
職工培訓規定」では，「従業員の教育訓練は企業の中長期計画と年度計画に入れ，教育訓練が必要
とする経費，環境を確保すべく，経営者の任期目標と経済責任制を導入すべきである」と規定した。
　1997年の時点において，国有企業30，421名の従業員の内，教育訓練を受けているのが全体の38
％を占めている。そのうち，企業内訓練を受けた老が全体の11．39％，社会での訓練を受けた者
が全体の7．09％，独学の者が19．43％を占めていた13）。2003年の調査（複数回答）では，国有企
業（国有持株企業を含む）553社のうち企業内訓練を実施している企業は71．2％に拡大している14）。
　一方，1982年の中国共産党第12回大会において，「幹部の4つの近代化」方針が党規約に盛り込
まれた。これにより，幹部の採用は学歴原則が遵守されるようになった。
　国有企業では，「能力査定と資格制度」の導入によって，証書をもってポストにつく15）など，技
術者，管理者等に対して，学歴，資格を重視する傾向を強めている。
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（2）国有企業の改革と人事管理の課題
　1970年代末に実施された国有企業の経営自主権の拡大から，1992年に導入された市場経済化，
株式化による民営化への転換，さらに2001年のWTO加盟まで，中国の産業は，強まる市場経済
化，グローバリゼーションの中で，ビジネス活動のグローバル化に対応しての企業経営基盤の構築
を展開してきた。
　また，国内政治も，1989年の学生運動，1990年代より蔓延する行政腐敗，今日における深刻化
する経済格差による不平・不満等々，中国の政治体制には不安定な要素がみられる。
　以上のような国内の政治過程にあって，高い経済成長を続けている一方，1980年代のインフレ，
1990年代における国有企業改革の停滞による所得の不安定，レイオフ等の出来事の発生により，
産業全体が将来の動向不透明な状況にあって，国有企業は様々な企業改革と人事管理上の課題を認
識しなければならない状況にある。
　1980年代の時点において，「中国に企業は存在しない」と指摘されたように，当時の国有企業に
は意思決定の自主権が確立されておらず，自主性に欠けることが課題として認識されていたが，経
営自主権の確立は今後ともに国有企業にとっての極めて重要な課題である。1992年の市場経済化
の導入，1997年の「抵大放小1という企業改革の政策により国有企業構造の転換・改組，1998年
に提起された現代企業制度の確立，2001年のWTO加盟によるグローバリゼーション，市場経済
化の急速な進展等々に対応しての，国有企業の技術レベルの向上，品質管理の強化等々は国有企業
にとっての重要な経営課題である。
　以上を踏まえて，国有企業の人事管理に関して，従業員のモチベーション，モラールに影響を与
える要因という視点から施策を整理すると，従業員の質的向上，優秀な人材の確保，経営老，管理
者の育成・確保，従業員の経営参画等が挙げられる。例えば，国有企業の改革が進むにともない，
経営者の役割が重要になるという認識が高まっている。イギリスの産業社会学者マルコム・ウォー
ナー（Malcolm　Warner）は，中国政府が掲げた工業，農業，国防，科学技術という“4つの現代
化”と並んで「経営者の育成」が“第5の現代化”であると主張しているが，今後，国有企業の
改革の進展とともに，経営者の育成はますます重要となると思われる。
　したがって，国有企業が活力ある経営体として経営活動を展開するためには採用，賃金，教育訓
練等の人事管理活動がより企業の経営戦略に基づき展開されることが期待される。
（3）国有企業の改革と人事制度改革の方向性
　2003年の中国共産党第16回3中全会において採択された「完善社会主義市場経済体制の若干の
問題に関する決定」では，「国有企業の改革の方向性として，国有資本を国民経済に関わる重要な
業種，大企業，インフラストラクチャー，重要な自然エネルギーへと集中させ，さらに公有制経済
を発展，強化すること」とある。
　具体的には，国有企業は株式化を進め，固有資本，集団資本，非公有資本による出資主体の多元
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化を実現し，同時に株主総会，取締役会，監査役会等を実施する。これらの一連の改革によって，
国有企業における現代企業制度の確立を促進する。また，WTO加盟にともなう外資系企業と競争
激化に備え，国有企業の競争力を向上しなければならないとしている。これまでの閉鎖的で，人を
仕事に適応させるという管理手法を改め，個々の従業員を尊重し，能力を引き出すために，「人的
資源」という観点に立脚した人事戦略の方向性が必要となる。
　国有企業の競争力を向上させるためには，その経営資源としての労働力の質的向上が大きな要因
になると思われる。したがって，国有企業の教育訓練は，従業員全体の質的向上，従業員の技術・
能力を引き出すための教育プログラムの実施，優秀な人材，管理者，経営者を育成・確保する教育
が必要であろう。以上により，国有企業は計画的，系統的に従業員の教育訓練を実施する方向を確
立すべきである。と同時に，日本の産業が長期的視点に立脚したキャリア形成支援を行っていると
同様に中国の国有企業，民間企業における能力開発活動は改善を求められていると考える16）。
　また，従業員のモチベーションに大きな影響を与える要因の1つである賃金管理は，改革以前
の賃金制度とは異なり，国有企業は企業の事情や経営者の判断に基づいて，賃金体系の設計，昇級
が企業によって行われつつある。賃金は従業員にとって生活の維持・向上という面で重要ではある
が，従業員の職務遂行能力の向上，人材育成という視点から，学歴，勤続年数中心の賃金制度は，
能力あるいは成果を評価する視点を付加して従業員を評価し，処遇体系に対する工夫が求められ
る17）。
おわりに
　本稿は，中国国有企業の歴史的背景を整理するとともに，1978年より改革闘放政策以降，政府
主導の国有企業への改革を通じて，国有企業の人事管理の特徴と今後の方向性の分析を試みた。1
では，国有企業の歴史的背景を踏まえて，経営自主権の拡大，さらに1990年代後半から，現代企
業制度の確立が急速に進み，その一環として人事管理の改革も進行している。
　2では，計画経済期における国有企業の人事管理制度編成への取り組みを通じて，従業員の採
用，賃金管理などに見られる平等主義に基盤を置いた人事管理の特徴を明確にした。3では，国有
企業の人事制度は従来，中国共産党，行政機関と同様の人事制度を実施していたが，政治改革及び
幹部制度改革によって，国有企業における人事制度を確立する動きが見られるようになった。国有
企業は労働契約制，賃金改革，教育訓練など人事管理改革への人事施策を通じ，能力主義を目指し
ている。
　しかし，国有企業の改革は未だ模索の段階にあり，様々な問題点が存在している。例えば，賃金
管理に関しては，能力あるいは成果を評価する視点を付加して従業員を評価し，処遇体系に対する
工夫が求められる。この様に，従業員のモチベーション，勤労意欲を向上させる人事施策としてさ
らに見直さなければならないといえる。
　今後，国有企業は株式化，民営化をさらに進めるとともに，民間企業，外資系企業からの影響を
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受けることになるであろう。国有企業の人事管理は個々の従業員を尊重し，能力を引き出し，長期
的視点に立脚したキャリア支援を行うために，中国企業に合った施策を導入しなければならない。
また，現代企業制度の確立にあたって，国有企業は経営戦略に対応した人的資源という観点に立
脚した人事管理活動を求められる。一方，国有企業における労働契約制度，幹部招聰制度の導入，
賃金制度の改革を行ったのと同様に，国有企業の人事管理は改革前と改革後の制度が並存し，改革
の過度期にある。よって，国有企業の人事管理の現状とその新たな問題点については，稿を改めて
論じることにしたい。
注
1）1993年3月，第8回人民代表大会における憲法の修正を行い，そのうち，第16条の国営企業という呼称が
　国有企業に変更されることになった。本稿では便宜上，国有企業という呼称に統一する。
2＞丸川知雄『移行期中国の産業政策』アジア経済研究所，2002年，9頁。
3）胡静林・王豹r中国国有企業改革理論与途径』経済科学出版社，1995年，3頁。
4）工業企業とは中国において，企業は重工業企業と軽工業企業に分かれる。また，企業所属の工業部門によっ
　て，機械製造企業，冶金工業企業，採鉱工業企業，化学工業企業，食品工業企業などがある。
5）董輸乃『中華人民共和国経済史』上巻，経済科学出版社，1999年，9頁。
6）出し合って資金を株に換算して利益配分等の根拠とし，共同経営をする制度である。
7）朱慶芳・常東泉・那桂紅『現代企業人事管理一中国現代人事管理系列全書一』中国人事出版社，1997年，
　14頁。
8＞国務院『中華人民共和国法規彙編』第4集，424頁。
9）技工学校は主に中級技術労働者の養成である。一般に企業や主管部門が行っており，募集の対象は普通中学
　の初級中学（中学校），高級中学（高校）の卒業生を対象としている。
10）呉敬漣『大中型企業改革一建立現代企業制度一』天津人民出版社，1993年，142頁。
11）趙曙明『人力資源管理研究』中国人民大学出版社，2002年，189頁。
12）全人民所有制企業は国有企業である。中国憲法では，中華人民共和国の社会主義経済制度の基礎は生産手
　段の社会主義公有制，すなわち全人民所有制と労働群衆による集団所有制であると定められている。
13）趙仲三『中国国有企業改革全書』第2巻，中国労働社会保障出版社，2003年，703頁。
14）林澤炎r転型中国企業人力資源管理一中国人力資源発展報告一』中国労働社会保障出版社，2004年，109頁。
15）持証上崩は教育訓練の成果を試験でチェックして，合格証書を発給し，それを持って仕事につく。
16）梶原豊『人材開発論一人材開発活動の実践的・体系的研究　』（増補版）白桃書房，2004年，211－213頁。
17）梶原豊『人的資源開発論』同友館，2002年，64－66頁，164－165頁。
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